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はじめに

昨年公表された「世界の都市の総合力を評価するランキング」（都市戦略研究所）によれば、

東京はロンドン、ニューヨークに次いで世界第3位の安全で住みやすい街との評価を得ている。

その中でも文京区は、青色防犯パトロール隊や町会・地域活動団体等の巡回パトロール、客

引き行為等の防止条例の制定・施行、文京区暴力団排除条例の制定・施行、防犯講習会、安心

・防災メールの発信、自主防犯活動など地域活動団体への助成、防犯カメラの設備整備などへ

の助成、「安全・安心まちづくりリーフレット」を発行するなどに加え、「安全・安心まちづ

くり協議会」においても防犯・防災に関する諸活動を積極的に推進しており、23区内でも安

心して居住できる有数な街（資料7参照）といえる。

しかし、令和5年の区内4警察署の刑法犯認知件数が1,104件（+206件）と増加傾向にあり油

断できない情勢である。

このような情勢を踏まえ、犯罪の未然防止

のため有効とされる「防犯カメラの設置、そ

の運用等」に関して検証することとした。

警視庁統計
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１ 現 状（問題点とその課題）

(1) 審査（申請）に関するもの

町会等の申請に基づく防犯カメラの設置場所・運用等が、効果的

に行われているか判明しない。

以下の点が課題です。

・従来の警察の協議などで十分か

・この協議会で検討すべき事項なのか

・設置・運用等に関し、どの機関がそれを検証するのか

・申請者と区及び警察が総合的（効果的）運用について協議

（検討）しているか
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(2)  設置場所に関するもの 資料1,1-2参照

ア 事例①(資料1参照)

小学校東門付近約40mの範囲内に3台のカメラが設置されている。

管理者が異なることによる重複事例（連携がどのようだったか不明）

イ 事例②(資料1参照)

春日通り 業務スーパー上野広小路店入口付近に設置された防犯カメラ

設置者…上野2丁目地区(台東区)・湯島3丁目地区(文京区)の合同設置

商店街の連携による合同設置カメラで上野広小路交差点～富坂警察署付近までの春日通り

（幹線道路）上に唯一設置されていた。

同幹線道路につき実査したところ、春日など主要交差点には が設置され

ているが、 で、歩道はどこまで監視が可能か不明。

「幹線道路約2.5㎞の間に1台の防犯カメラが設置されているだけ」

ウ 事例③(資料1-2参照)

千川通り 落合生花店前と対岸のパークスクエア小石川前に設置された防犯カメラ

・ 幅員約10mの道路の対岸に重複設置 ・アーケード上に設置のため一部死角が生じる
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2 防犯カメラの効果は？ 資料2,３参照

「繁華街に設置された街頭防犯カメラの効果的検証」から抜粋
代表研究者 雨宮 護 筑波大学システム情報系准教授

研究成果の概要
2002年以降にわが国の大都市で活発に行われた防犯街づくりの諸対策のう

ち、特に防犯カメラの設置事業に焦点をあて、犯罪への影響を検証
した。具体的には、自治体による公共空間への防犯カメラ大規模設置事業の
事例を対象に、同事業への取り組みを明らかにし、さらに、繁華街への防犯
カメラの大規模設置事業を対象に、設置前後での犯罪情勢の変化を明らかに
した。その結果、①事業への内容は自治体により大きく異なること、②特に
防犯カメラ設置時における台数や箇所選定の決定過程や市民への説明の機会

においても課題があること、③繁華街に設置された事例では、財産犯
に効果が見られたことなどを明らかにした。

研究者の“「小地域時系列犯罪統計」に基づく「防犯街づくり」の効果的検証
と評価目録の作成”を参考にした

福岡県の繁華街である、博多・中洲地区と天神周辺地区を対象に、両地区における防犯カメ
ラ設置位置の違いと、防犯カメラによる犯罪抑止効果の検証を行った。その結果、①防犯カメ
ラの設置目的の違う両地区で、防犯カメラの設置位置の違いが見られること、②従前の犯罪の
地理的分布に一致した位置に防犯カメラが設置された博多・中洲地区でのみ、窃盗犯系の罪種
において効果がみられたこと、③その一方で、粗暴犯に対しては効果がみられなかったこと、
④博多・中洲地区の窃盗犯系の罪種について、地理的転移はあったとしてもわずかであり、む
しろ罪種によっては利益の拡散がみられたことなどを明らかとした。

米国の防犯カメラの設置マニュアルによれば、防犯カメラの犯罪抑止効果を発揮させるうえ
では、従前の犯罪の地理的分布を考慮した配置とすることが重要とされている11)。本調査に
おいて、博多・中洲地区に設置された防犯カメラと、天神周辺地区に設置された防犯カメラで
効果の有無が分かれたことは、日本においても、犯罪の地理的分布を考慮した防犯カメラ設置
が有効であることを示唆している(2)。日本における自治体設置の大規模防犯カメラ設置事業で
は、配置の根拠として、市民の求めや、警察の捜査目的が優先されることも多い1)が、防犯カ
メラに犯罪抑止効果を望むのであれば、従前の犯罪の地理的分析が必要だと考えられる。分析
に基づかない防犯カメラの設置は、過剰な設置につながる。
そして、過剰な防犯カメラ設置は、将来の維持管理や更新のためのコスト、情報流出のリス

クや、プライバシー侵害への市民の懸念を増やす。犯罪の地理的分析と連動させつつ、必要な
場所に絞って必要な量の防犯カメラを設置することは、防犯カメラの効果を高めるうえでも、
弊害が生じるリスクを低めるうえでも重要だと考えられる。
防犯カメラが粗暴犯に効果が見込めず、窃盗犯系の罪種に効果が見込めるという点について

は、諸外国における防犯カメラの効果検証を行った研究の結果と一致する6)。日本においては、
防犯カメラが粗暴犯をはじめとする身体犯の抑止対策として導入されることも多いが、今回の
分析からは、防犯カメラによって抑止すべき罪種は窃盗犯を中心とすべきと考えられる。

防犯カメラの設置に伴う犯罪の転移がほとんど見られず、場合によっては利益の拡散が期待
できるという点も、諸外国における研究結果6)と一致する。早急な結果の一般化には慎重であ
るべきだが、防犯カメラが設置されれば周辺の地区で犯罪が増えるとの批判12)は、今回の
データには当てはまらないといえる。
残る課題として、防犯カメラ設置地区における防犯カメラ以外の犯罪発生・抑止に影響したと
考えられる要因の考慮、選定した統制地区の妥当性の検討、効果の統計的有意性の検討、時間
推移による防犯カメラ設置効果の逓減傾向を考慮した評価等があげられる。また、警察による
捜査への活用や市民の犯罪不安の低減など、防犯カメラに期待されるその他の効果についても
今後検討が求められる。

効果の認められた罪種
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〇 今後の課題

防犯カメラの有効性について、罪種により効果が分かれるものの効果が認めら

れ、またカメラ設置場所の周辺地区に及ぶことが研究者からの検証で明らかと

なったことなどを踏まえ

① 犯罪の実態（被害状況）に即した運用がなされているか

② 防犯カメラ設置を公表することの是非について

文京区の場合、町会ごとに意見が分かれており、公表・非公表に関して

統一した対応が求められる

などが課題である。
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3 犯罪に対する国民の意識調査等から考えられること

令和5年 警察白書 国内における社会情勢の変容と治安課題の変化
高齢化が急速に進行、空き家や独居高齢者の増加等により、犯罪に対する社会のぜい弱性が高まることが懸念される。

高齢者 に対する犯罪・事故と共に高齢者による犯罪・事故への対処が課題となっている。

一方で、児童虐待、子供の性被害、子供を巻き込む痛ましい交通事故等の課題は今なお止まず、社会的関心は極めて高い。

警察には、この種の課題に対し、従来にも増してきめ細かな対応が求められている。

さらに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、国民の日常生活に様々な変化をもたらしてきた。就労する外国人は約 182万人（令和４年

10月末現在）と過去最高を記録と述べられているように、社会情勢、治安課題も変化してきている。（資料4）

文京区の人口の年齢構成比（資料8）をみると20年前と比較して35歳～55歳のいわゆる働き盛りといわれる年齢層の増加が際立って

おり、被害を受ける罪種もこれらの点を踏まえて再検討する必要が認められる。

治安に関する世論調査によると、自分や身近な人が被害に遭うかもしれないと不安になる犯罪等として、殺人、強盗、暴行、傷

害等の凶悪・粗暴な犯罪を挙げた者の割合は43.5％（平成16年は、殺人、強盗等の凶悪な犯罪が34.7％、暴行、傷害等の粗暴な犯罪43.0％）

となっている。（資料5,6）

地域を守るため、行政に何を望むかという意識調査（社会安全研究財団）では、防犯カメラの設置より望

ましい項目※）があったことを踏まえ、その効用などについて積極的な広報活動を実施するとともに、より

効率的な運用などの課題について検討する必要がある。（資料7）

※ 1位 街頭や防犯灯を増やす 2位 防犯カメラを設置する 3位 被害にあわないための情報提供 となっている。

資料4~9参照
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まとめ

今後の対策と課題

(1) 防犯カメラの総合的運用

防犯カメラの有効性については、事件検挙の際の防犯カメラの活用状況やこれまでの検討結果から、十分認められる。

従って、警察、既設置町会及びグループ並びに研究機関等と緊密に連携し、有機的かつ効率的運用が必要と認められ

る。

① 本事業（申請に伴う審査）に関して、今後どのように推進してゆくのか

② 担当する部署はどうするのか

③ 防犯カメラの研究に関し、更なる研究を進める必要があり、どう対応するか等について課題がある。

なお、本提案を推進するにあたり、

① 専門的な知識を必要とすること

② 現場における実査が必要なこと

等の対策に関し、本協議会で対応しきれるか（プロジェクトチームが必要では）についても課題である。

（2） 協議会の運営方針

現在、57地区の推進地区が指定され達成率は約8割に達している。ほぼ目的を達しつつあるとみられることから、今

後の活動をどのように進めるかが課題である。
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事 例 ① 事 例 ②

左から2個は小学校、右端の1個が町会設置防犯カメラ 上野2丁目（台東）湯島3丁目（文京）地区防犯カメラ

資料1
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事 例 ③

・幅員約10mの通りの対岸に2台が設置

・右側アーケードの上に設置

歩道部分の右側約1ｍが死角に

資料１-2 P10



防犯カメラの設置による窃盗犯罪の抑止効果について

大阪市を調査対象とした研究

結論

…設置目的を住宅関連窃盗対策とする際には、地理的転移を抑制するため周辺町丁目も含めて防犯カ

メラを設置する必要がある。

一方で設置目的をひったくり対策とする際には、ひったくりが多い町丁目に設置することで、周辺の

ひったくりの発生も減少させる可能性がある。

また、防犯カメラを補助設置した場合と比較して直接設置の方が 犯罪発生件数を減少させており、

直接設置の場合にはより一体的、計画的設置ができることが防犯カメラの効果の発揮につながっている

と考えられる。…

参考文献 島田貴（２０１３）「街頭防犯カメラがひったくりの発生に与える影響」地理情報システム

深谷昌代（政策研究大学院大学） 2017年

資料2
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（６） 立地条件と路上犯罪抑止概念との対比関係から機械的監
視装置の導入を検討した結果、

①住宅街立地は機械的監視装置を極力導入せず、それ以外の環境

設計手法のみで対応することでプライバシー問題を最小限にす

ること。

②幹線道路立地は積極的に機械的監視装置の整備を進める必要性

の高いこと。の2つを犯罪環境設計の方向性として提示した。

木梨真知子 金利昭 茨城大学大学院理工学研究科
現茨城大学工学部 研究員 2013年

資料３
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令和5年警察白書から 資料4

国内における社会情勢の変容と治安課題の変化

我が国の人口は、平成 20年（2008年）にピーク（１億 2,808万人）を迎え、平成 23年以降は減少を続けており（注１）、
令和 52年（2070年）には総人口が推計で 9,000万人を割り込むなど、将来にわたって人口減少が続くことが懸念されて
いる。 我が国の年間出生数は、第２次ベビーブーム期の昭和 48年（1973年）には約 210万人であったが、そ の後減少傾
向となり、令和２年の出生数は 84万 835人となっている。世界的にみても、我が国の総人口 に占める年少人口（０～14
歳）の割合は、世界全域平均（国連推計）の 25.4％の半分以下である 11.9％ にとどまっており、少子化が顕著である
（注２）。
また、65歳以上の人口は 3,621万人（令和４年 12月１日現在）に至り、総人口に占める割合（高齢化 率）が 29.0％にな

る（注３）など、高齢化が急速に進行している。 空き家や独居高齢者の増加等により、犯罪に対する社会のぜ
い弱性が高まることが懸念される。高齢者 に対する犯罪・事故と共に高齢者による犯罪・事故への対処が課
題となっている。一方で、児童虐待、子供の性被害、子供を巻き込む痛ましい交通事故等の課題は今なお止ま
ず、社会的関心は極めて高い。警察には、この種の課題に対し、従来にも増してきめ細かな対応が求められて
いる。 さらに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、国民の日常生活に様々な変化をもたらしてきた。
感染予防のための外出自粛等の市民生活への制約により、従来から社会問題とされてきた若者や高齢者等の社会的孤独・
孤立や人々の過度なネット依存等に拍車がかかったとの声もあるなど、社会の安全・安心面にも影響を与えている可能性
がある。このほか、我が国で就労する外国人は約 182万人（令和４年 10月末現在）と過去最高を記録しており、外国人材
の適正な受入れや外国人材の受入れ環境整備に政府全体で取り組んでいくこととされている。今後も来日外国人の増加が
見込まれる中、外国人の安全安心の確保が治安課題として重要度を増している。

注１：総務省統計局の人口推計（ただし、国勢調査実施年は国勢調査）による。 ２：令和４年版少子化社会対策白書に
よる。３：総務省統計局の人口推計による。
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国民が不安を感じる場所

国民が不安を感じる犯罪

治安と防犯対策(社会安全研究財団)

2012年資料

警察白書
平成30年
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重要犯罪をめぐる国民意識（令和5年警察白書）

治安に関する世論調査によると、自分や身近な人が被害に遭うかもし
れないと不安になる犯罪等として、

殺人、強盗、暴行、傷害等の凶悪・粗暴な犯罪を挙げた者の割合は
43.5％（平成16年は、殺人、強盗等の凶悪な犯罪が34.7％、暴行、傷害
等の粗暴な犯罪が43.0％）となっている。

国民の体感治安に影響するとみられる殺人、強盗、強制性交等の重要犯
罪の認知件数は、令和４年は9,535件で、９年ぶりに前年を上回った。

また、世論調査後には、一般住宅等において多額の現金や貴金属等が
強取される強盗等事件が連続して発生したことなどにより、国民の間で
不安が広がっていることが懸念される。
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犯罪に対する不安感等に関する
調査研究
─ 第6 回調査報告書─

令和元年（2019 年）8 月15 日

（社会安全研究財団）

資料7
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